
◆ 令和３年度の概要 
 

   令和３年３月に策定した第９次京都府高齢者健康福祉計画（介護保険事業支援計画

を含む）の１年目となる令和３年度の実施状況について、府内各市町村からの報告を

集計し、高齢者健康福祉圏域毎にとりまとめた。（一部のデータを除き、市町村別で

も掲載） 

《高齢者健康福祉圏域別の市町村一覧》 

  丹 後     宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

  中 丹     福知山市、舞鶴市、綾部市 

  南 丹    亀岡市、南丹市、京丹波町          

  京都・乙訓  京都市、向日市、長岡京市、大山崎町 

  山城北     宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、宇治田原町 

  山城南     木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 

 

１ 全般の状況 

     

   第１号被保険者数及び要介護等認定者数(第２号被保険者)は前年度を下回ったが、

要介護等認定者数(第１号被保険者)は前年度を上回っており、認定率も上昇している

状況である。また、第１号被保険者数の性・年齢別人口構成の影響を取り除いた調整

済認定率でも、前年度を上回っている状況となっている。 

 

   介護給付費の支出総額は、前年度を上回る支出額となっており、受給者一人あたり

の給付月額の推移でも、各サービス系列とも、前年度を上回る額となっている。 

 

２ 主な指標についての分析 

 

  （１）要介護等認定及びサービス受給の状況（P.8-19参照） 

 

   令和３年度末の要介護等認定者数は、約１６万４千人。前年度末から約２千人の増

加となっている。（１．４％増）（P.2表参照） 

 

   そのうち６５歳以上にあたる第１号被保険者の要介護等認定者数は約１６万１千

人で、府内の６５歳以上人口約７４万人に占める割合（要介護等認定率）は２１．８

％となっており、前年度末の２１．５％から０．３ポイント上昇している。(P.2表参照） 

 

   要介護等認定者のうち、比較的軽度な方（要支援１～要介護２）の占める割合は約

６７％となっており、前年度と同水準である。（全国平均６５．５％）（P.9-11 参照） 

 

   令和４年３月の１ヶ月間に実際に介護サービスを受けられた方（受給者数）は、約

１３万８千人となっており、前年同月から約２千人増加した。 

 全要介護等認定者に占める割合（利用率）は８４．１％となっており、前年同月と



同程度となっている。（P.11参照） 

 

 令和３年度の在宅サービスの受給率は、１２．０％となっており、前年度と比較す

ると０.５ポイント増加した。（P.16 参照) 

※受給率＝受給者数／第１号被保険者数 

 

   【京都府】 

 Ｒ２年度末 Ｒ３年度末 増  減 

要介護等認定者数 

（第１号被保険者）ａ 

 

１５８，８９３人 

 

１６１，１８７人 

 

２，２９４人 

要介護等認定者数 

（第２号被保険者） 

 

２,５６０人 

 

２，５４９人 

 

△１１人 

合   計 １６１，４５３人 １６３，７３６人 ２，２８３人 

第１号被保険者数 ｂ ７４０，６２６人 ７３９，３５５人 △１，２７１人 

要介護等認定率 

（ａ／ｂ×１００） 

 

２１．５％ 

 

２１．８％ 

 

０．３ﾎﾟｲﾝﾄ 

要介護等調整済認定率 ２１．３％ ２１．５％ ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ 

  ※要介護等調整済認定率＝第 1 号被保険者数の性・年齢別人口構成の影響を取り除いた認定率 

 

     【全 国】 

 Ｒ２年度末 Ｒ３年度末 増  減 

要介護等認定者数 

（第１号被保険者）ａ 

 

６,６８８，６５３人 

 

６，７６５，９９５人 

 

７７，３４２人 

要介護等認定者数 

（第２号被保険者） 

 

１２９，５９１人 

 

１２９，７４０人 

 

１４９人 

合   計 ６,８１８，２４４人 ６，８９５，７３５人 ７７，４９１人 

第１号被保険者数 ｂ ３５,７８９,５１２人 ３５，８８７，５１６人 ９８，００４人 

要介護等認定率 

（ａ／ｂ×１００） 

 

１８．７％ 

 

１８．９％ 

 

０．２ﾎﾟｲﾝﾄ 

  

  （２）介護給付費の状況（P.20-25参照） 

 

   令和３年度の介護給付費（予防給付費含む）の支出額は、約２,３２８億円で、前年

度の約２，２９０億円と比べて、約３８億円増加している（１．７％増）。(P.20､25参

照） 

 

    介護給付費の主な内訳は、居宅サービスが約１,０７９億円（４６．４％）、地域密

着型サービスが約３５５億円（１５．３％）、施設サービスが約７５３億円（３２．

３％）であった。 

   前年度比では、居宅サービスが３６．２億円（３．５％）の増、地域密着型サービ

スが８．３億円（２．４％）の増、施設サービスが６億円（０．８％）の増となって

おり、いずれも前年度より大きくなっている。（P.20-21参照） 



   また、介護給付費のうち予防給付の総額は、約５４．８億円となっており、前年度

と比べて約３．７億円（７．３％）増加した。（P.20参照） 

なお、予防給付から移行した訪問型サービスや通所型サービスなどを含む介護予防

・日常生活支援総合事業の令和３年度の事業費は、約７２億円となっており、前年度

と比べて約１億円（２．０％）増加している。（P.61参照） 

 

    令和４年３月分の受給者数の主な内訳は、居宅サービスが７０．０％（約９万６千

人）、地域密着型サービスが１４.３％（約２万人）、施設サービスが１５．７％（約

２万２千人）となっている。（P.11､15 参照） 

 なお、予防給付サービス利用者は、サービス利用者全体の１４．７％（約２万人）

となっている。（P.89参照） 

 

    介護サービス別の支出状況をみると、居宅サービスでは、「居宅療養管理指導」（１

１.４％増）、地域密着型サービスでは、「看護小規模多機能型居宅介護」（４１.８

％増）、｢地域密着型特定施設入居者生活介護｣（２８．１％増）などが大きく増加し

ている。（P.22 参照） 

 

  （３）１人あたり給付月額（P.26-33参照）                                             

   

   居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービスのいずれも、「要介護等認定

者（第１号）１人あたり給付月額」は全国平均を下回っており、「第１号被保険者１

人あたり給付月額」は全国平均を上回っている。 

  

 （４）介護サービスの利用状況（P.34-40 参照）    

                                                                                            

  ① 居宅サービス                                                                                                                                      

     令和３年度の主なサービスの利用件数については、「訪問看護」（前年度比１１１

％）、「訪問リハビリテーション」（前年度比１０７．９％）等の医療系サービスの

伸びが大きい。 

  R2年度実績 R3年度実績 対 R2年度比 

訪問介護 6,072,497回 6,384,402回 105.1% 

 訪問入浴介護 99,331回 101,790回 102.5% 

 訪問看護 1,285,629回 1,427,191回 111.0% 

 訪問リハビリテーション 617,777回 666,621回 107.9% 

 居宅療養管理指導 257,491人 277,158人 107.6% 

 通所介護 2,860,502回 2,904,967回 101.6% 

 通所リハビリテーション 805,903回 786,659回 97.6% 

 短期入所サービス       824,027日 798,558日 96.9% 

 特定施設入居者生活介護 3,372人/日 3,636人/日 107.8% 

  福祉用具貸与 584,572人 603,789人 103.3% 

  特定福祉用具購入費 9,300人 9,088人 97.7% 

  住宅改修 6,740人 6,764人 100.4% 

  居宅介護支援 786,222人 802,460人 102.1% 



 

② 地域密着型サービス 

 

令和３年度の主なサービスの利用件数については、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護」（前年度比１１０．５％）、「看護小規模多機能型居宅介護」（前年度比１

０９．３％）、「地域密着型特定施設入居者生活介護」（前年度比１０８％）等の伸

びが大きい。 

 

 R2年度実績 R3年度実績 対 R2年度比 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 12,228人 13,510人 110.5% 

夜間対応型訪問介護 14,234人 14,249人 100.1% 

認知症対応型通所介護 195,038回 189,086回 96.9% 

小規模多機能型居宅介護    37,319人    37,882人      101.5% 

認知症対応型共同生活介護  3,600人/日 3,658人/日      101.6% 

地域密着型特定施設入居者生活介護    404人/日   436人/日      108.0% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護     1,275人     1,299人 101.9% 

看護小規模多機能型居宅介護     2,956人     3,232人 109.3% 

地域密着型通所介護   583,737回  600,967回     103.0% 

  

  ③ 居宅サービス（介護予防）                                               

                                                                               

     令和３年度の主なサービスの利用件数については、「介護予防訪問入浴介護」（前

年度比３３２．１％）、「介護予防訪問リハビリテーション」（前年度比１１９．３

％）が前年度から大きく伸びている。 

   ｢介護予防訪問介護｣と｢介護予防通所介護｣については、平成３０年３月末までに全

市町村で総合事業に移行済。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  R2年度実績 R3年度実績 対 R2年度比 

 介護予防訪問入浴介護 56回 186回 332.1% 

 介護予防訪問看護 126,113回 142,980回 113.4% 

 介護予防訪問リハビリテーション 63,351回 75,548回 119.3% 

 介護予防居宅療養管理指導 13,399人 14,685人 109.6% 

 介護予防通所リハビリテーション 34,886回 37,626回 107.9% 

 介護予防短期入所サービス     7,528日 6,586日 87.5% 

 介護予防特定施設入居者生活介護 281人/日 273人/日 97.2% 

  介護予防福祉用具貸与 169,786人 183,962人 108.3% 

  介護予防特定福祉用具購入費 3,412人 3,498人 102.5% 

  介護予防住宅改修 4,701人 4,664人 99.2% 

  介護予防支援 205,577人 221,688人 107.8% 

 

 

  



④ 地域密着型サービス（介護予防） 

 

    令和３年度の主なサービスの利用については、「介護予防認知症対応型共同生活介

護」（前年度比７２．２％）、「介護予防認知症対応型通所介護」（前年度比：８２

％）が前年度より減少している。 

 

 R2年度実績 R3年度実績 対 R2年度比 

介護予防認知症対応型通所介護 1,254回 1,028回 82.0% 

介護予防小規模多機能型居宅介護    2,714人    2,582人      95.1% 

介護予防認知症対応型共同生活介護   1,308人   944人      72.2% 

 

 ⑤ 施設サービス 

 

    令和３年度の利用状況は、「介護老人福祉施設」（前年同月比１０１．５％）が前

年度より増加している一方、「介護老人保健施設」（前年同月比９８．４％）は前年

度より減少している。また、「介護療養型医療施設」（前年同月比３９．４％）から、

「介護医療院」（前年同月比１０４．９％）への転換が進んでいる。 

                                                                 

 R3.2実績 R4.2実績 対 R3.2比 

 介護老人福祉施設 11,714人 11,888人 101.5% 

 介護老人保健施設 7,440人 7,323人 98.4% 

 介護療養型医療施設 432人 170人 39.4% 

 介護医療院 2,123人 2,228人 104.9%  

 

 （５）事業所の指定状況（P.41-50参照） 

 

   平成１８年度の制度改正に伴い、介護予防サービス、地域密着型サービス、地域密

着型介護予防サービス事業所が新たに指定を受けたこともあり、介護保険制度発足

当初と比較すると約７．７千箇所増加し、指定を受けた事業所は令和３年度末で約１

万３千箇所となっている。 

                                                            （単位：事業所、施設） 

 平成 12年 4月 1日  R3 年度末 増 減 

居宅サービス事業所 ５，２９５ ６，８０３ １，５０８ 

居宅介護予防サービス事業所  ４，８７４ ４，８７４ 

地域密着型サービス事業所  ８５４ ８５４ 

 地域密着型介護予防サービス事業所  ４２８ ４２８ 

介護保険施設 １８５ ２５５ ７０ 

合   計 ５，４８０ １３,２１４ ７，７３４ 
 

 

  

 



（６）事業者指定取消の状況（P.51参照） 

 

    令和３年度に指定取消となった事業者は０件であり、介護保険制度発足から令和３

年度末までに３２事業者が指定取消となっている。 

 

    これまでに指定取消となった事業者の区分を見ると、株式会社・有限会社が最も多

く、指定取消となった３２事業者のうち２３事業者と７割以上を占めている。 

 

 （７）第１号保険料の徴収状況（P.52-53 参照） 

 

    ６５歳以上の第１号被保険者から徴収する保険料の令和３年度調定分の収納率は、

現年度分・滞納繰越分を合わせて９８.２％となっており、前年度より０．３ポイント

上昇した。 

   普通徴収に限って見ると、現年度分の収納率は９３．９％（令和２年度：９３．１

％）は前年度より上昇しており、滞納繰越分は１８．３％（令和２年度：２０．５％）

は低下している。 

 

 （８）介護保険財政安定化基金の状況（P.54-55 参照） 

 

   令和３年度においては、貸付を実施していない。（参考：令和２年度では１保険者

に対し８００万円の貸付を行った。） 

 

 （９）京都府介護保険審査会への審査請求の状況（P.56 参照） 

 

   令和３年度における審査請求件数は１１件（前年度６件）であり、内訳は、要介護

認定に関するものが３件、保険料に関するものが７件、その他の審査請求が１件であ

った。 

   審査結果は、却下が１件、棄却が３件となっている。（残りの７件については、年

度末時点で審査中） 

 

  （１０）介護給付適正化の取組状況（P.57-60 参照） 

  

   令和３年度の府内市町村の介護給付適正化の取組状況は下記のとおりであり、ケア

プラン点検等の取組をさらに進めていく必要がある。 

 

  

  

  

  

  

  

事   業 実施市町村数 

 要介護認定の適正化 ２６ 

 ケアプランの点検 １６ 

 住宅改修の点検 ２６ 

 福祉用具の点検 １２ 

 医療情報との突合・縦覧点検 ２６ 

 給付実績等の活用 ８ 

 介護給付費通知       ７ 



 （１１）地域支援事業の実施状況（P.61-63参照） 

 

   介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、包括的支援事業（社会保障充

実分）を行う「地域支援事業」については、府内全市町村で実施され、支出額は約１

１５億円となっており、前年度から約３億円増加した。 

 

 （１２）地域包括支援センターの設置状況（P.64参照） 

 

   地域住民の保健・医療・福祉の増進を包括的に支援する地域の中核的機関である「地

域包括支援センター」については、府内全市町村に設置されており、令和３年度末で

合計１２６箇所(令和２年度末：１２６箇所)となっている。 

 

（１３）生活支援体制整備事業及び地域ケア会議の実施状況（P.65参照） 

 

   高齢者への多様な生活支援サービスの充実のための生活支援コーディネーターの配

置、協議体の設置はそれぞれ２５市町村でされている。 

 

   多職種による地域ニーズや社会資源の把握のための地域ケア会議は全市町村で計

１，４３４回実施されている。 

 

（１４）介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況（P.66参照） 

 

   要支援者への訪問、通所サービスについて、２４市町村において多様な主体による

サービスの何れかが実施されている。 

 

 （１５）介護支援専門員の養成状況（P.67-68 参照） 

 

     令和３年度末現在、介護支援専門員名簿に登録されている者は１６，８５８人とな

っており、前年度末から１５７人増加した。 

 

 （１６）介護員の養成状況（P.69-70参照） 

 

    令和３年度末現在、介護員養成研修修了者は８７，９０９人となっており、前年度

末から約１千９百人増加した。 

  

   


